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5) アンケート結果（セミナー全体） 

- 灌水施肥のセミナーは非常に参考になった。農業技師として、新しい栽培技術など農業者へ普及

する団体で働いているが、これまでのやり方をを重んじる農業者が多いため常に課題はある。誤

った使用方法によって、プラスではなくマイナスになることもあったため、灌水施肥料のセミナ

ーから農業者らに伝えてるべき情報を得ることができた。 
- 土壌管理セミナーのヤマカワプログラムは世界中の多くの農業者が関心がある内容だと思うた

め、セミナーをしていただけてありがたかった。できることなら、その技術を導入できるよう、

さらに情報を配信してもらえたらと思う。 
- オンライン形式は幅広い参加が可能であることが利点。オンラインでなければ予算面からも参加

者は制限されたと思われる。 
- オンライン形式は現時点では最も効率的な方法。オンラインセミナーは移動せずに自宅からでも

参加できること、後日録画されたもの見ることができる点も大きなメリット。 
- オンライン形式は様々な国や地域の人が参加できるいい方法だと思う。各国の日系人と繋がりが

できる点も価値がある。 
- 先日に農協の試験農場の視察を 2 年ぶりに開催したが、予想以上に参加者・来場者が多かった。

昨年はやむを得ずオンラインイベントになったが、やはり農業では実際に農場を見るという過程

が大事だと感じた。本事業がまた現地視察型でできるようになることを期待する。 
- コロナ禍以前に行っていた訪日研修を再開できればよいが、現在の感染状況から考えて中南米で

実施するのがよいと思う。 
- 会議・セミナー等の回数が多く、また他機関でも類似のセミナー等があるため、重複するときも

ある。また 2 時間だと長いため、もう少し短くてもよいのではないか。 
- 開催時間はやはり難しい点だが、各参加者がなんとかできるものだと思う。 
- オンライン開催はどこからでも参加できるというのはメリットだが、対面式で会議室に行くわけ

ではないため、家だと家庭のことで参加が急に難しくなることもある。 
- オンライン会議への参加は、モバイルツールに慣れていない層がいることやネット環境にも左右

されることも影響する。また過去にこの事業に参加した人が常に継続して参加し続けることは難

しく、一定の割合で参加者の顔触れが入れ替わるのは自然なことでいたしかたない。 
- 満足度 
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概ね参加者の満足度は高く、研修生所感からも希望する内容に応えていると言える。 
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- 参加が難しい要因：31 回答 
忙しくて時間がないから 9 
ネット回線が悪いから 9 
夜遅い時間だから 5 
テーマへの関心がないから 3 
その他（他の用事との重複） 5 
上記の結果に加え、数名の日系農業者に聞き取りしたところ、参加が難しい理由としては、日

中の農作業で夜は疲れていること、他のオンライン会議との重複やそもそも Zoom のようなオ

ンライン会議が不得手であったり、苦手意識がある世代も多いとのこと。 
- 参加しやすい時間帯：25 回答 

6-8h 8-10h 10-12h 12-14h 14-16h 16-18h 18-20h 20-22h 22-24h 

2 1 0 2 2 1 5 12 0 

上記の結果から、参加しやすいのは中南米の夜の時間帯であることが確認できた。 
- （参考：セミナー録画視聴回数 2022 年 3 月 14 日まで） 
セミナー ① ② ③[1]/[2] ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ 

ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ語 61 67 27/11 73 38 80 23 37 49 24 

ｽﾍﾟｲﾝ語 29 65 46/12 16 13 44 11 14 19 21 

日本語   36/31 35 29 70 34 32 45 13 
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(2) 過年度事業の研修修了生の動向調査 

平成 25 年度から平成 31 年度に実施された「若手日系農業者等の育成研修」および「日系農業者団体女性

部の女性活躍推進研修」（またはそれらに類する本邦研修）に参加した研修生を対象に、現在の役職につい

て調査を行った。 
研修生の現在の役職について、以下に示す。合計 139 名中、退職・連絡が取れない者は 25 名（18.0%）、

研修参加時から役職が上がった者は 25 名（18.0%）であった。なお、役職が上がったかは同じ所属先で役

員・部長等になったかどうかで判断した。農協の組合員から職員になった事例は所属先の変更として、役職

が上がったには含めていない。一方で、役員・部長等は持ち回りである場合も多く、一定期間ごとに役員・

部長等でなくなる場合もありうる。 
 

No. 参加年
度 

No. 国 研修名 研修時の所属先 研修時の役職 2022年 2月現在の所属先 2022年 2月現在の役職 備考 

1 平成 25 1 ブラジル 中堅リーダー インテグラーダ農協 副理事長 退職 ー   
2 平成 25 2 ブラジル 中堅リーダー 南伯マリリア農協 役員 南伯マリリア農協 組合員   
3 平成 25 3 ブラジル 中堅リーダー ブラジル農協婦人部連合会 会員・広報担当 ブラジル農協婦人部連合会 役員（第 2書記）   
4 平成 25 4 ブラジル 中堅リーダー APPC農協 組合員 APPC農協 APPC 貿易マーケティング

担当 
  

5 平成 25 5 ブラジル 中堅リーダー トメアス農協 組合員 トメアス農協 組合員   
6 平成 25 6 ブラジル 品質管理 コパセントロ農協 役員・畜産技術者 農協倒産 生産者 2019年に農協倒産 
7 平成 25 7 ブラジル 品質管理 APPC農協 職員・規格品質管理 退職 生産者 ピニャール移住地の

ネットワーク担当 
8 平成 25 8 ブラジル 品質管理 ブラジル農協婦人部連合会 会員・催事担当 ブラジル農協婦人部連合会 会員・催事担当   
9 平成 25 9 ブラジル 品質管理 イビウナ農協 職員・農業分析官 退職 農薬会社   
10 平成 25 10 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 会員・催事担当 ブラジル農協婦人部連合会 会員・催事担当   
11 平成 25 11 ブラジル 女性部 サンフジ農産加工・製造協同組合 組合長 サンジョアキン農協女性部 女性部長   
12 平成 25 12 ブラジル 女性部 ラーモス日伯協会 役員・広報 ラーモス日伯協会 会員   
13 平成 25 13 ブラジル 女性部 インテグラーダ農協 青年・女性部 退職 ー   
14 平成 25 14 アルゼンチン 中堅リーダー ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 組織名変更 
15 平成 25 15 アルゼンチン 品質管理 ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 組織名変更 
16 平成 25 16 アルゼンチン 女性部 旧リオネグロ・コマウエ日本人会 会員・豆腐生産者 ー ー 連絡なし 
17 平成 25 17 パラグアイ 中堅リーダー パラグアイ日系農協中央会 参事 パラグアイ日系農協中央会 参事   
18 平成 25 18 パラグアイ 女性部 イグアス日本人会婦人部 部長 イグアス日本人会婦人部 部員   
19 平成 25 19 ボリビア 品質管理 サンフアン農協 職員・倉庫長 サンフアン農協 職員・倉庫長   
20 平成 25 20 ボリビア 品質管理 コロニアオキナワ農協 職員・品質管理 コロニアオキナワ農協 役員（穀物品質管理部長）   
21 平成 25 21 ボリビア 女性部 コロニアオキナワ連合婦人会 役員（書記） 退職 レストラン勤務   
22 平成 26 1 ブラジル 中核リーダー コパセントロ農協 理事 退職     
23 平成 26 2 ブラジル 中核リーダー モジダスクルーゼス農村組合 農業技師 退職 生産者   
24 平成 26 3 ブラジル 中核リーダー カッポンボニート農協 組合員 カッポンボニート農協 組合員   
25 平成 26 4 ブラジル 中核リーダー トメアス農協 輸出部門補佐 トメアス農協 広報・秘書   
26 平成 26 5 ブラジル 品質管理 サンミゲールアルカンジョ農協 参事 サンミゲールアルカンジョ農協 参事   
27 平成 26 6 ブラジル 品質管理 JATAK農業技術普及交流センター 組合員 JATAK農業技術普及交流センター 組合員   
28 平成 26 7 ブラジル 品質管理 APPC農協 組合員 退職     
29 平成 26 8 ブラジル 品質管理 イビウナ農協 組合員 イビウナ農協 組合員   
30 平成 26 9 ブラジル 品質管理 ブラジル農協婦人部連合会 会員 退職 サンロッキ市でアグリツーリ

ズム 
  

31 平成 26 10 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 会員・秘書 ブラジル農協婦人部連合会 会員   
32 平成 26 11 ブラジル 女性部 トメアス農協 組合員 トメアス農協 組合員   
33 平成 26 12 ブラジル 女性部 サンフジ農産加工・製造協同組合 財務部長 サンジョアキン農協女性部 女性部   
34 平成 26 13 アルゼンチン 中核リーダー ハルディンアメリカマテ茶生産者協同組合 組合員 ハルディンアメリカ生産者組合 組合員   
35 平成 26 14 アルゼンチン 女性部 ハルディンアメリカマテ茶生産者協同組合 組合員 退職 日本   
36 平成 26 15 パラグアイ 品質管理 コルメナアスンセーナ農協 組合員 コルメナアスンセーナ農協 役員   
37 平成 26 16 パラグアイ 女性部 イグアス日本人会婦人部 会員 イグアス日本人会 会員   
38 平成 26 17 ボリビア 中核リーダー サンフアン農協 運営補佐 退職 日本   
39 平成 26 18 ボリビア 女性部 サンフアン連合婦人会 会計担当 サンフアン連合婦人会 会員   
40 平成 27 1 ブラジル 中核リーダー サンミゲールアルカンジョ農協 組合長 サンミゲールアルカンジョ農協 役員   
41 平成 27 2 ブラジル 中核リーダー カッポンボニート農協 組合員 カッポンボニート農協 組合員   
42 平成 27 3 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 会員 ブラジル農協婦人部連合会 会員・副支部長   
43 平成 27 4 ブラジル 女性部 ラーモス日伯協会 会員 ラーモス日伯協会 役員（秘書）   
44 平成 27 5 ブラジル 女性部 サンミゲールアルカンジョ農協 組合員 サンミゲールアルカンジョ農協 組合員   
45 平成 27 6 ブラジル 女性部 ジュアゼイロ農協 組合員 農協倒産 ぶどう生産者   
46 平成 27 7 アルゼンチン 中核リーダー ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 ハルディンアメリカ生産者組合 組合長   
47 平成 27 8 パラグアイ 中核リーダー コルメナアスンセーナ農協 副参事 コルメナアスンセーナ農協 参事   
48 平成 27 9 パラグアイ 女性部 イグアス日本人会婦人部 会員 イグアス日本人会婦人部 会員   
49 平成 27 10 ボリビア 中核リーダー サンフアン農協 組合員 サンフアン農協 組合員   
50 平成 27 11 ボリビア 中核リーダー コロニアオキナワ農協 組合員 コロニアオキナワ農協 役員（教育担当）   
51 平成 27 12 ボリビア 女性部 サンフアン連合婦人会 会員 サンフアン連合婦人会 役員   
52 平成 28 1 ブラジル 付加価値向上 ブラジル農協婦人部連合会 組合員 ブラジル農協婦人部連合会 役員（監査役）   
53 平成 28 2 ブラジル 付加価値向上 グアタパラ農協 組合員 グアタパラ農協 組合員   
54 平成 28 3 ブラジル 付加価値向上 イビウナ農協 職員・生産管理 イビウナ農協 市場分析部長   
55 平成 28 4 ブラジル 付加価値向上 モジダスクルーゼス農村組合 農業普及員 モジダスクルーゼス農村組合 農業普及員   
56 平成 28 5 ブラジル 中核リーダー クリチバノス市日伯協会 会員 クリチバノス市日伯協会 会員 Rika Agropecuaria社

農業技師 
57 平成 28 6 ブラジル 中核リーダー プロミソン日伯協会 会長 プロミソン日伯協会 会長 前田農場経営者 
58 平成 28 7 ブラジル 中核リーダー サンジョアキン農協 組合員 サンジョアキン農協 組合員 農牧開発研究機関

EPAGRI職員 
59 平成 28 8 ブラジル 中核リーダー トメアス農協 組合員 トメアス農協 参事   
60 平成 28 9 ブラジル 女性部 サンフジ農産加工・製造協同組合 生産管理 サンジョアキン農協女性部 女性部   
61 平成 28 10 ブラジル 女性部 サンミゲールアルカンジョ農協 組合員 サンミゲールアルカンジョ農協 組合員 農村観光協会会長 
62 平成 28 11 ブラジル 女性部 スルミナス農協 組合員 スルミナス農協 監査役   
63 平成 28 12 アルゼンチン 付加価値向上 メルコフロール花卉生産者組合 理事 メルコフロール花卉生産者組合 理事   
64 平成 28 13 パラグアイ 付加価値向上 コルメナアスンセーナ農協 組合員 コルメナアスンセーナ農協 組合員・青年部長   
65 平成 28 14 パラグアイ 中核リーダー ピラポ農協 職員・経理 退職     
66 平成 28 15 パラグアイ 女性部 コルメナアスンセーナ農協 組合員 退職 日本   
67 平成 28 16 ボリビア 付加価値向上 サンフアン農協 サンタクルス支所所長 サンフアン農協 サンタクルス支所所長   
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68 平成 28 17 ボリビア 女性部 コロニアオキナワ連合婦人会 役員 コロニアオキナワ連合婦人会 役員   
69 平成 29 1 ブラジル 付加価値向上 ラーモス日伯協会 理事 ラーモス日伯協会 会員（2020 年度桜まつり委

員会） 
生産者 

70 平成 29 2 ブラジル 付加価値向上 ブラジル農協婦人部連合会 役員 ブラジル農協婦人部連合会 副会長   
71 平成 29 3 ブラジル 付加価値向上 APPC農協 組合員 APPC農協 職員   
72 平成 29 4 ブラジル 付加価値向上 モジダスクルーゼス農村組合 役員 モジダスクルーゼス農村組合 役員   
73 平成 29 5 ブラジル 付加価値向上 ロライマ日伯協会 会員 ロライマ日伯協会 役員   
74 平成 29 6 ブラジル 中核リーダー バルゼアアレグレ農協 組合員 バルゼアアレグレ農協 組合員   
75 平成 29 7 ブラジル 中核リーダー 弓場農場 加工担当 弓場農場 品質管理担当   
76 平成 29 8 ブラジル 中核リーダー APPC農協 組合員 APPC農協 副会長   
77 平成 29 9 ブラジル 中核リーダー ブラジル農協婦人部連合会 参事 ブラジル農協婦人部連合会 参事   
78 平成 29 10 ブラジル 中核リーダー おばあ茶ん 職員 退職     
79 平成 29 11 ブラジル 中核リーダー トメアス農協 組合員 トメアス農協 組合員 ACTA(トメアス文化

農業振興協会）副会長 
80 平成 29 12 パラグアイ 付加価値向上 ピラポ農協 職員 退職 生産者   
81 平成 29 13 パラグアイ 中核リーダー コルメナアスンセーナ農協 組合員 前原養鶏場 牧場管理補佐   
82 平成 29 14 ボリビア 付加価値向上 サンフアン農協 組合員 サンフアン農協 外部監査員   
83 平成 29 15 ボリビア 中核リーダー サンフアン農協 職員・サンタクルス支所次

長 
サンフアン農協 職員・サンタクルス支所次長   

84 平成 30 1 ブラジル 若手育成 ウニオンカストレンセ農協 組合員・総務部長 ウニオンカストレンセ農協 穀物部長 パラナ州日伯アリア
ンサ文化協会副会長 

85 平成 30 2 ブラジル 若手育成 バルゼアアレグレ農協 組合員 バルゼアアレグレ農協 組合員   
86 平成 30 3 ブラジル 若手育成 サンジョアキン農協 職員 退職     
87 平成 30 4 ブラジル 若手育成 パラナ州日伯アリアンサ協会 会員 パラナ州日伯アリアンサ協会 会員 生産者 
88 平成 30 5 ブラジル 若手育成 ノバアリアンサ農協 監査役 ノバアリアンサ農協 組合員   
89 平成 30 6 ブラジル 若手育成 バストス地域鶏卵生産者協会 会長 バストス地域鶏卵生産者協会 会長   
90 平成 30 7 ブラジル 若手育成 サンタイザベル・サントアントニオドタウア組

合 
組合員 サンタイザベル・サントアントニオドタウア組

合 
組合員、青年部部長   

91 平成 30 8 ブラジル 若手育成 カッポンボニート農協 組合員 カッポンボニート農協 組合員   
92 平成 30 9 ブラジル 若手育成 レジストロ地域農業生産者組合 組合員 レジストロ地域農業生産者組合 組合員   
93 平成 30 10 ブラジル 若手育成 モジダスクルーゼス農村組合 組合員 モジダスクルーゼス農村組合 組合員   
94 平成 30 11 ブラジル 若手育成 コパセントロ農協 組合員 農協倒産 生産者   
95 平成 30 12 ブラジル 若手育成 アダマンチーナ日伯協会 農業技師 アダマンチーナ農協 生産資材販売担当   
96 平成 30 13 ブラジル 若手育成 JATAK農業技術普及交流センター 会員 JATAK農業技術普及交流センター 会員   
97 平成 30 14 ブラジル 若手育成 モジダスクルーゼス農村組合 組合員 モジダスクルーゼス農村組合 組合員   
98 平成 30 15 ブラジル 若手育成 トランスアマゾニカ農協 組合員 トランスアマゾニカ農協 組合員   
99 平成 30 16 ブラジル 若手育成 ブラジル農協婦人部連合会 会員 ブラジル農協婦人部連合会 会員   
100 平成 30 17 ブラジル 女性部 APPC農協女性部 組合員 APPC農協女性部 組合員・新商品開発   
101 平成 30 18 ブラジル 女性部 レジストロ日伯文化協会 地域活性化委員 レジストロ日伯文化協会 地域活性化委員   
102 平成 30 19 ブラジル 女性部 コパセントロ農協 役員 農協倒産 生産者   
103 平成 30 20 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 会員 ブラジル農協婦人部連合会 役員（経理）   
104 平成 30 21 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 会員 ブラジル農協婦人部連合会 役員（監査役）   
105 平成 30 22 アルゼンチン 若手育成 メルコフロール花卉生産者組合 組合員 メルコフロール花卉生産者組合 会員   
106 平成 30 23 アルゼンチン 女性部 メルコフロール花卉生産者組合 組合員 メルコフロール花卉生産者組合 会員   
107 平成 30 24 パラグアイ 若手育成 ラパス農協 職員 ラパス農協 職員   
108 平成 30 25 パラグアイ 女性部 ラパス日本人会婦人部 会員 ラパス日本人会婦人部 会員   
109 平成 30 26 ボリビア 若手育成 コロニアオキナワ農協 組合員 退職 建設会社   
110 平成 30 27 ボリビア 若手育成 サンフアン農協 組合員 サンフアン農協 組合員   
111 平成 30 28 ボリビア 女性部 コロニアオキナワ連合婦人会 会員 コロニアオキナワ連合婦人会 会員   
112 平成 31 1 ブラジル 若手育成 AMVコンサルティングサービス 技術・販売部長 AMVコンサルティングサービス 技術・販売部長   
113 平成 31 2 ブラジル 若手育成 アグロコマーシャル清水 3K 青果物販売 アグロコマーシャル清水 3K 青果物売買   
114 平成 31 3 ブラジル 若手育成 スルマットグロセンセ農協 職員（新規ビジネス） スルマットグロセンセ農協 職員（新規ビジネス）   
115 平成 31 4 ブラジル 若手育成 イビウナ農協 職員（品質管理） イビウナ農協 職員（品質管理）   
116 平成 31 5 ブラジル 若手育成 APPC農協 組合員 APPC農協 組合員   
117 平成 31 6 ブラジル 若手育成 南伯ピラールドスル農協 組合員 就職 石油会社   
118 平成 31 7 ブラジル 若手育成 ポンタグロセンセ農協 組合長 ポンタグロセンセ農協 組合長   
119 平成 31 8 ブラジル 若手育成 サンタイザベル・サントアントニオドタウア

組合 
組合長 サンタイザベル・サントアントニオドタウア

組合 
組合長   

120 平成 31 9 ブラジル 若手育成 トランスアマゾニカ農協 営業部長 トランスアマゾニカ農協 組合員   
121 平成 31 10 ブラジル 若手育成 ミムラフルーツ 生産マネージャー ミムラフルーツ 生産マネージャー   
122 平成 31 11 ブラジル 若手育成 J.Watanabe食品 品質管理・生産者 J.Watanabe食品 品質管理・生産者   
123 平成 31 12 ブラジル 若手育成 サンジョアキン農協 組合員 サンジョアキン農協 組合員   
124 平成 31 13 ブラジル 若手育成 OCSオーガニック 会長・生産者 OCSオーガニック 会長・生産者   
125 平成 31 14 ブラジル 女性部 トメアス農協 農協女性部長 トメアス農協 農協女性部長   
126 平成 31 15 ブラジル 女性部 サンフランシスコバレー日伯協会 会員・生産者 サンフランシスコバレー日伯協会 会員・生産者   
127 平成 31 16 ブラジル 女性部 モジダスクルーゼス農村組合 会員 モジダスクルーゼス農村組合 会員   
128 平成 31 17 ブラジル 女性部 ブラジル農協婦人部連合会 経理・広報 ブラジル農協婦人部連合会 会長   
129 平成 31 18 ブラジル 女性部 レジストロ日伯文化協会 会員 レジストロ日伯文化協会 会員   
130 平成 31 19 アルゼンチン 若手育成 ハルディンアメリカ生産者組合 組合員 就職     
131 平成 31 20 アルゼンチン 女性部 メルコフロール花卉生産者組合 女性部長 メルコフロール花卉生産者組合 女性部長   
132 平成 31 21 パラグアイ 若手育成 イグアス農協 職員（穀物サイロ） イグアス農協 職員（農業技術）   
133 平成 31 22 パラグアイ 若手育成 パラグアイ農牧総合試験場 研究生 退職     
134 平成 31 23 パラグアイ 若手育成 パラグアイ日系農協中央会 会長 パラグアイ日系農協中央会 会長   
135 平成 31 24 パラグアイ 若手育成 ラパス農協 組合員（元職員） ラパス農協 組合員（元職員）   
136 平成 31 25 パラグアイ 若手育成 コルメナアスンセーナ農協 組合員 コルメナアスンセーナ農協 職員   
137 平成 31 26 パラグアイ 女性部 ラパス婦人会 会長 ラパス婦人会 会員   
138 平成 31 27 ボリビア 若手育成 コロニアオキナワ農協 組合員 コロニアオキナワ農協 組合員   
139 平成 31 28 ボリビア 女性部 サンフアン連合婦人会 副会長 サンフアン連合婦人会 会員   
       退職・連絡が取れない者 研修参加時から役職が上がった者 
       25名（18.0%） 25名（18.0%） 
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３．中南米地域連絡協議会の開催 

本事業をより効果的かつ効率的に進めるため、中南米とつながりの深い地方公共団体、公的機関

（JICA、ジェトロ等）、相手国政府機関（駐日大使館等）、民間機関等との間で中南米地域連絡協議

会を設置・開催し、日本と日系農業者等との連携体制を構築し、中南米における日本の新たなビジ

ネス創出や交流に向け、情報交換、意見交換等を行うとともに、農林水産業・食産業分野における

戦略的ビジネス環境整備のための連携体制を構築し、本事業の効果的実施を図る。 
 
中南米地域連絡協議会 

  
中南米地域連絡協議会を下記の通り 2 回開催した。 

回 日程 方法 参加者 
第 1 回 令和 3 年 6 月 30 日 オンライン方式 197 名 
第 2 回 令和 4 年 2 月 3 日 オンライン方式 106 名 

 
開催概要及び実施結果を以下に示す。議事録や参加者の詳細は別冊の事業実施報告書資料編に記載する。 

 
(1) 第 1回中南米地域連絡協議会 

1) 基本情報 

日程 令和 3 年 6 月 30 日（水）9:00-11:00 
場所 オンライン（Zoom） 
参加者 地方公共団体 17 名（14 自治体）、企業 75 名（55 社）、大学・団体等 29 名、事業推進委員

4 名、中南米在外公館 22 名（12 か国）、政府関係機関 50 名（外務省、経済産業省、総務

省、JICA、JETRO、農林水産省） 
計 197 名 

内容 日本と中南米日系農業者等との連携交流、日系農業者等との日本企業等のビジネス創出の
ための交流、農林水産業・食産業分野における中南米の戦略的アグリフードビジネス環境
整備のための連携体制の構築、我が国の食品等の輸出促進等に資することを目的として、
これらのテーマに関する情報交換や意見交換を行う。 
1. 農林水産省からの報告 
2. 政府関係機関からの報告 
3. 在外公館からの報告 
4. 関係機関からの報告 

言語 日本語 
 
2) 参加者 

地方自治体(17) 
 

秋田県(1)、新潟県(1)、茨城県(2)、山梨県(1)、静岡県(1)、愛知県(1)、岐阜県(3)、滋賀県(1)、
奈良県(1)、和歌山県(1)、兵庫県(1)、高知県(1)、鳥取県(1)、熊本県(1)、 

企業(75) AgroArgentinaJapon(1)、AOTS(1)、IHI 運搬機械株式会社(1)、NEC(1)、NX メキシコ(1)、
Ponte Pronta Publicidade(1)、Sanatec(1)、Sun Phoenix Mexico(1)、 
味の素(1)、ブラジル味の素社(1)、弘報社(1)、IHI(2)、アグリス(1)、アディルザス(1)、アレ

ナビオ(2)、ヴォークス・トレーディング(1)、オリエンタルコンサルタンツグローバル(2)、
ケツト科学研究所(2)、シンメイ(1)、スカラ(1)、日本開発サービス(1)、日本貿易保険(2)、農

業サポートセンター(1)、片岡公認会計士事務所(1)、カネカサウスアメリカレプレゼンタテ

ィブ(1)、兼松メキシコ会社(1)、国土防災技術(1)、オクトリンク(2)、住化農業資材(4)、双日

(2)、双日メキシコ(2)、ソフトバンク(1)、ダイキン工業(1)、築野食品工業(1)、デロイトトー

マツファイナンシャルアドバイザリー(1)、徳倉建設(1)、ドミニカ共和国・ママティンゴ胡

椒農協(1)、豊田通商(5)、西村あさひ法律事務所(1)、日産スチール工業 (2)、日本経済新聞

社(1)、日本工営(1)、Nippon Koei LAC(1)、日本農薬(2)、ブラジルフードサービス(2)、ブ

ラジルベンチャーキャピタル(1)、ブラジル銀行東京支店(1)、三井化学アグロ(2)、三井化学

ブラジル(1)、ミツケ商事(1)、メキシコ住友商事会社(2)、メキシコ三井物産(1)、ヤンマーグ
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ローバルエキスパート(1)、郵船ロジスティクス株式会社(2) 
大学・団体(29) 北海道総合研究調査会(1)、全日本コメ・コメ関連食品輸出促進協議会(1)、全日本菓子輸出

促進協議会(2)、ラテンアメリカ協会(3)、帯広畜産大学(1)、気象工学研究所(1)、海外日系人

協会(3)、中央果実協会(1)、神戸大学大学院農学研究科(1)、国際熱帯農業センター(1)、国際

農林水産業研究センター(1)、全日本カレー工業協同組合(1)、中小機構(1)、日系農業協同組

合中央会(7)、日本ペルー協会(1)、日本商工会議所／東京商工会議所(1)、ノートルダム清心

女子大学(1)、ひょうご海外ビジネスセンター(1)、 
事業推進委員(4) 拓殖大学(1)、東京農業大学(1)、日本ブラジル中央協会(1)、農林中金総合研究所(1) 
中南米在外公館

(22) 
在ブラジル日本国大使館(4)、在サンパウロ総領事館(1)、在リオデジャネイロ総領事館(2)、
在クリチバ総領事館(1) 、マナウス総領事館(1)、在アルゼンチン日本国大使館(1)、在パラグ

アイ日本国大使館(2)、在ボリビア日本国大使館(1) 、在サンタクルス領事事務所(1)、在ペル

ー日本国大使館(1)、在コロンビア日本国大使館(1)、在メキシコ日本国大使館(1)、在ドミニ

カ共和国日本国大使館(1)、在チリ日本国大使館(1)、在ジャマイカ日本国大使館(1)、在トリ

ニダード・トバゴ日本国大使館(1)、在ベネズエラ日本国総領事館(1) 
政府関係機関(50) 外務省(6)、経済産業省(2)、総務省(2)、JICA(18)、JETRO(8)、農林水産省(14) 

 
3) プログラム 

時間 内容 担当・発表者 
9:00-9:05 開会挨拶 農林水産省 大臣官房国際部 小島グループ長 

9:05-9:30 

1. 農林水産省からの報告  
①国際部「協議会主旨・事業概要説明」 ①国際部 櫻井国際調整官 
②食料産業局「農林水産物・食品の輸出促進・中

南米における取組」 
②食料産業局海外市場開拓・食文化課古矢専門

官 
③政策統括官「コメ・コメ加⼯品の輸出拡⼤に向

けた取組」 
③政策統括官農産企画課 島本課長補佐 

9:30-9:50 

2. 政府関係機関からの報告  
①外務省「中南米での取組」 ①中南米局南米課 近藤課長 
②総務省「中南米におけるスマート農業」 ②国際戦略局国際協力課 林専門職 
③JICA「民間連携事業活用具体例の紹介」 ③民間連携事業部 企業連携第二課 大塚課長 
④JETRO「農林水産品・食品の輸出促進」 ④企画部 海外地域戦略班 中山･中南米担当 

9:50-10:30 

3. 在外公館からの報告  
①コロンビア「コロンビアと日本のつながり」 ①コロンビア大使館 山下書記官 
②ペルー「ペルーと日本とのつながり」 ②ペルー大使館 塚本書記官 
③チリ「チリ共和国と日本とのつながり」 ③チリ大使館 河田書記官 
④ブラジル「ブラジル概要・GFVC 構築に資する

取組事例と課題」 
④ブラジル大使館 小川書記官 

⑤ブラジル「ブラジルにおける日系農業者」 ⑤サンパウロ総領事館 中野副領事 
⑥アルゼンチン「アルゼンチンの概況」 ⑥アルゼンチン大使館 唯野書記官 

10:30-10:55 

4. 関係機関からの報告  
①海外日系人協会「事業概要」 ①業務部 水上部長 
②茨城県「中南米における取組み」 ②営業戦略部国際渉外チーム 登坂係長 
③ブラジルベンチャーキャピタル「ラテンアメリ

カ進出協議会」 
③中山代表 

10:55-11:05 意見交換 農林水産省 大臣官房国際部 櫻井国際調整官 
11:05-11:08 事務連絡 事務局 
11:08-11:10 閉会挨拶 農林水産省 大臣官房国際部 櫻井国際調整官 

 
4) 議事要旨 

開会挨拶 

日本の食品等の輸出促進を戦略的に進めるため、本事業においても日本の農産品、食品を中南米

に輸出する視点等も取り込んで今後取り組んでいきたい。中南米は特にブラジルを中心に 210 万

人の日系人社会を有しており、この事業を通じて日系人社会との連携交流を強化し、ビジネス創

出に向けて推進していきたい。 

1. 農林水産省からの報告 
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①大臣官房国際部 
中南米の特徴として、人口は ASEAN と同規模、GDP は ASEAN の 2 倍の規模であり、世界の約

6 割規模の日系人社会がある。本協議会は、中南米の日系農業者等と日本との連携と交流、日本の

企業と中南米の農業者等とのビジネスの創出、日本の食産業の中南米への進出、そして我が国の

食品等の輸出促進を目指し、情報交換・意見交換を行う。 
②食料産業局海外市場開拓・食文化課 

農林水産物・食品の輸出促進、中南米における取組を紹介。農林水産省では昨年 11 月に輸出拡大

実行戦略を取りまとめ、輸出重点品目として 27 品目、及びそれぞれの品目の重点国・地域を設定

した。海外での日本食、食文化の普及活動を JETRO を通じて行っており、「Taste of Japan」と

いう総合情報サイトを通じて情報発信している。 
③政策統括官農産企画課 

コメ・コメ加工品の輸出拡大に向けた取組の説明。農水省の「コメ海外市場拡大戦略プロジェク

ト」では、コメ・コメ加工品の輸出拡大に取り組む事業者の支援を行っており、米菓や日本酒も

対象品目となったため、ブラジル等への米菓や日本酒の輸出拡大に向けた取組にも活用できる。

さらに海外の輸出規制に対応する取組支援も行なっている。 

2. 政府関係機関からの報告 

①外務省 中南米局南米課 
外務省の対中南米外交についての説明。3 つの「JUNTOS」という方針の元で外交を進めており、

経済環境の強化として、中南米各国との EPA や中南米 CPTPP の締結を進めている。さらに国際

社会のパートナーとして国連安保理改革や軍縮にも取り組むと共に、人的交流・招へいプログラ

ム・科学技術分野の交流等を進めている。 
②総務省国際戦略局国際協力課 

総務省の中南米におけるスマート農業の取組について紹介。地デジ日本方式を採用した中南米各

国に対し、他の分野での協力拡大を進めており、スマート農業では 2018 年度からコロンビアで事

業を開始。ソフトバンク社の e-kakashi という農業 IoT システムを活用し実証実験をし、農業の

生産性 20%以上アップに貢献することが確認された。 
③JICA 民間連携事業部 企業連携第二課 

JICA による中小企業・SDGs ビジネス支援事業とニーズマッチング調査の紹介。途上国の開発課

題の解決と日本企業の海外展開支援を両立する事業を支援。中南米の事例として、パラグアイの

ゴマを取り扱う事業を紹介。昨年度はニーズマッチング調査により、4 分野・10 製品を選定し、

その技術がコロナ禍で活用できるかを調査した。今年度はスマートフードチェーン分野で調査を

実施予定。 
④JETRO 企画部 海外地域戦略班 

2020 年度に予定していた海外の展示会 80%が中止・延期となり、代替としてオンライン商談会等

を 376 件実施。コロナ禍における農林水産食品輸出の新たな取組として、①Japan Mall 事業、②

Japan Street、③オンライン商談会、④海外でのコーディネーター事業、⑤日本産食材サポータ

ー店認定制度、の 5 つを紹介した。 

3. 在外公館からの報告 

①在コロンビア日本国大使館 
コロンビアでの概要情報やグローバル・フードバリューチェーン構築への現地からの期待につい

て紹介。日本人移住者は農業の機械化等に大きな役割を果たし、カリ市やバランキージャ市を中

心に約 2,650 名の日系人が居住。本事業に対し、日系人農業者から研修セミナー等への希望、農

業生産企業からの日本の農業機械化体系に対する期待が寄せられている。 
②在ペルー日本国大使館 

ペルーの日系人団体はペルー日系人協会等、計 15 の団体、また 26 の県人会等があり、農林水産

関係では、約 60 の日本料理、日系料理のレストランで構成されている日系レストラン協会という

団体がある。本年 2 月に日本産水産物のペルーへの輸出が解禁された。政府関係者からはコール
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ドチェーンの体制についてハード、ソフト面ともに課題があり、日本との連携に関心が示されて

いる。 
③在チリ日本国大使館 

日系人は数千人程度、在留邦人も約 1,600 人と、他の中南米諸国と比較して少ない。チリの農業

生産は小麦から利益率の高い果樹等にシフトしている。また輸出志向が高く、多くの種苗メーカ

ーがチリで種子を生産して日本に輸出しており、日本で使用されるにんじん等の一部の種子はチ

リ産が主となっている。最後に 8 月下旬のバーチャル・チリ農業博覧会の告知を行った。 
④在ブラジル日本国大使館 

ブラジルは様々な飲食料品の日本企業が進出し、味噌・醤油・日本酒まで現地製造されている。

サンパウロ市だけで和食レストランが 1,000 店舗以上、ブラジリアは約 400 店舗あり、日本食を

受け入れやすいような土壌が整っている。 
⑤在サンパウロ日本国総領事館 

ブラジルの日系農業者が生産している主な農産物は穀物、野菜、果物、畜産物等と非常に多岐に

わたっており、日系移民が日本から持って来た農産物、柿、緑茶等も生産され、日本食レストラ

ンで使用されている。日系農業者が抱える課題として、価格の下落、鮮度保持や衝撃に強い包装

資材、保管中のロス、環境保全に対応可能な精密農業の技術、自動パッキング技術などが挙げら

れ、日本との協力が有効だと考えられる。 
⑥在アルゼンチン日本国大使館 

 アルゼンチンは約 6.5 万人の日系人が居住し、ブラジル、ペルーに次いで 3 番目の規模。日系企

業の進出状況は、2015 年の 51 社から 2018 年は 102 社まで倍増したが、現在は経済停滞により

75 社程度に減少。日本食レストランは、2017 年から 2019 年で 356 店舗から 481 店舗に増加。最

近の動きとして、アルゼンチン北部地域から日本への牛肉輸出が解禁された。 

4. 関係機関からの報告 

①海外日系人協会 
海外日系人協会は日系社会と日本を繋ぐ架け橋となる活動を実施し、JICA 日系社会研修事業の中

で日本語、或いは日本文化、食を通じた日系コミュニティの活性化ということを目的とした研修

を提案・実施している。本年度はウェビナーを実施し、500 人定員の募集が 1 週間足らずで埋ま

り、食に対する日系社会の関心が高いということが感じられた。 
②茨城県 営業戦略部国際渉外チーム 

茨城県国際渉外チームは経済交流、輸出、海外展開等のビジネスの足掛かりを作るための組織と

して新たに営業戦略部内に設置された。重点地域は県の友好都市のフランスやイタリア、茨城県

人会組織のあるブラジル、アルゼンチン。中南米だと日系人が多いことから、納豆等、本県の特

産食品をレストラン等に県産食品を売り込み、輸出支援に繋がる取組をしていく。 
③ブラジルベンチャーキャピタル 

メインの活動はブラジル及び中南米のスタートアップに投資する事業を行っている。さらにラテ

ンアメリカ進出協議会という、ラテンアメリカ全体をカバーしながら各市場への進出検討やビジ

ネス展開を行う日本企業の情報を集約するサービスを新たに開始。化学反応を起こすようなマッ

チングに繋げるため、ブラジルに関する無料・有料のレポートを配信する。 

意見交換 

 ラテンアメリカ協会、日本ブラジル中央協会等と連携して活動していくのがよいのではないか。 
 ラテンアメリカ全体で包括的な会議により、各地の取組・活動が更なる連携を生み、良い化学反

応が起きるとよい。 
 会合の参加者の幅広さに驚くとともに、見る範囲が広がったことに感謝をしている。間口を広げ

つつ、収斂させていくような提言をしていきたい。 
 中南米は距離的には遠いが、具体的な事業を展開する必要があり、こうした事業展開を日系社

会・現地社会・日本社会に対して関心を持ち、理解していただくことをやっていかなければなら

ない。 
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